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障害者の就労施策の実施状況

平成２４年９月10日

資料６



雇用施策

福祉施策

福祉施策による
就労支援の場

出典：社会福祉施設等調査（平成22年10月）
障害者雇用状況報告（平成23年）

連
携

就労継続支援Ａ型

設置数 451 カ所
利用者数 8 千人

就労継続支援Ｂ型

設置数 3,564 カ所
利用者数 78 千人生活介護（生産活動を行う場合あり）

設置数 2,901 カ所
利用者数 63 千人

地域障害者職業センター

設置数 52 カ所（支所含む）

障害者就業・生活支援センター

設置数 315 カ所

公共職業安定所（ハローワーク）

設置数 545 カ所

地域活動支援センター

設置数 2,410 カ所

自立訓練(生活訓練）

雇用障害者数 366千人

一般雇用

在宅就業

就労移行支援

設置数 1,371 カ所
利用者数 15 千人

就労支援施策の体系

○就労関連施策の全体像
福祉施策による
介護支援の場

一般雇用に向けた
支援施策 一般雇用など

障害者職業能力開発校
等による公共職業訓練
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施策名等 根拠法等 事業内容

公共職業安定所
（ハローワーク） 障

害
者
雇
用
促
進
法

９条～１２条、１４
条、１７条～１９条

就職を希望する障害者の求職登録を行い、専門の職員・職業相談員がケースワーク方式により、
障害の態様や適性、希望職種等に応じ、きめ細かな職業相談、職業紹介、職場適応指導を実施。

地域障害者職業センター ２２条 障害者に対して、職業評価、職業指導、職業準備及び職場適応援助等の専門的な職業リハビリ
テーション、事業主に対する雇用管理に関する助言等を実施。

障害者就業･生活支援
センター

２８条 障害者の身近な地域において、雇用、保健福祉、教育等の関係機関の連携拠点として、就業面及
び生活面における一体的な相談支援を実施。

公共職業訓練（障害者
職業能力開発校等）

職業能力開発促進法 一般の公共職業能力開発施設において職業訓練を受けることが困難な重度障害者等に対して、そ
の障害の態様に配慮した職業訓練を障害者職業能力開発校（全１９校）において実施する。また、
企業、社会福祉法人、NPO法人、民間教育訓練機関等の地域の身近な機関を利用して、訓練を実
施するとともに、一般の職業能力開発校において障害者を対象とした訓練コースを設置し、訓練
機会の拡充を図る。

１５条６第１項、１５条
の６第３項

※ 障害者雇用促進法には、上記の他に障害者雇用納付金制度に基づく各種助成金がある。

就労移行支援

障
害
者
自
立
支
援
法

５条１４項 就労を希望する障害者につき、生産活動その他の活動の機会を通じて、就労に必要な知識及び能
力の向上のために必要な訓練その他の便宜を供与する事業

就労継続支援Ａ型 ５条１５項
(施行規則6条の10第1号)

通常の事業所に雇用されることが困難な障害者につき、就労の機会を提供するとともに、生産活
動その他の活動の機会の提供を通じ、知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の便宜を供
与する事業（雇用契約に基づく）

就労継続支援Ｂ型 ５条１５項
(施行規則6条の10第2号)

通常の事業所に雇用されることが困難な障害者につき、就労の機会を提供するとともに、生産活
動その他の活動の機会の提供を通じ、知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の便宜を供
与する事業（雇用契約に基づかない）

生活介護
(生産活動を行う場合)

５条７項 常時介護を要する障害者に、主として昼間において、障害者支援施設等の施設において行われる
入浴、排せつ又は食事の介護、創作的活動又は生産活動の機会の提供等の便宜を供与する事業

地域活動支援センター ５条２６項 障害者等を通わせ、創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進その他の厚生労
働省令で定める便宜を供与する施設

自立訓練(生活訓練) ５条１３項
(施行規則6条の7第2号)

障害者につき、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、身体機能又は生活能力
の向上のために必要な訓練その他の便宜を供与する事業
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障害者雇用対策
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障害者雇用の状況

○ 民間企業の雇用状況 実雇用率 1.65％ 法定雇用率達成企業割合 45.3％
○ 法定雇用率には届かないものの、雇用者数は８年連続で過去最高。障害者雇用は着実に進展。

（平成23年6月1日現在）

（注）

（注）平成22年7月に制度改正（短時間労働者の算入、除外率の引き下げ等）があったため、本年と前年までの数値を単純に
比較することは適当でない状況である。
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企業規模別の障害者雇用状況

○ 1000人以上規模の実雇用率には1.84％と、法定雇用率を達成。
○ ただし、中小企業の取組みが遅れている。
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企業規模別実雇用率 企業規模別達成企業割合(%) (%)

※平成23年6月1日現在
全体：45.3％
56～99人：43.1％
100～299人：47.0％
300～499人：45.0％
500～999人：44.3％
1,000人以上：49.8％

(56～99人)
(1,000人以上)

(全体)

(500～999人)

(300～499人)

(100～299人)

1.84

1.65

1.65

1.57

1.40

1.36 (500～999人)

(1,000人以上)

(300～499人)

（全体）

(100～299人)

(56～99人)

49.8

47.0

45.3
45.0
44.3

43.1

（注）平成22年7月に制度改正（短時間労働者の算入、除外率の引き下げ等）があったため、23年と22年までの数値を単純に
比較することは適当でない状況である。
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ハローワークにおける障害者の職業紹介状況

○ 平成23年度の就職件数・新規求職者数は、前年度から更に増加。

○ 特に、就職件数は約６万件となり、過去最高を更新。

(件)

就職件数の前年度比(％)

新規求職申込件数（件）

就職件数（件）

(％)

0
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ハローワークにおける障害種別の職業紹介状況①

知的障害者

新規求職申込件数

就職件数

新規求職申込件数

就職件数

身体障害者
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ハローワークにおける障害種別の職業紹介状況②

精神障害者

新規求職申込件数

就職件数

就職件数

新規求職申込件数

その他
（発達障害、高次脳機能障害など）
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障害者雇用促進法の概要

【目的】 障害者の雇用義務等に基づく雇用の促進等のための措置、職業リハビリテーションの措置等を通じて、障害

者の職業の安定を図ること。

助
成
金

納
付
金
・
調
整
金

納
付
金
制
度

事業主に対し、障害者雇用率に相当する人数の身体障害者・知的障害者の雇用を義務づける
民間企業 ………………………………………………1．8％（平成25年4月～ 2.0％）
国、地方公共団体、特殊法人等 ……………………2．1％（ 〃 2.3％）
都道府県等の教育委員会 ……………………………2．0％（ 〃 2.2％）

※１ 大企業等において、障害者を多数雇用する等一定の要件を満たす会社（特例子会社）を設立した場合等、雇用率算定の特例も認めている。
※２ 精神障害者（手帳所持者）については、雇用義務の対象ではないが、各企業の雇用率（実雇用率）に算定することができる。

雇
用
義
務
制
度

事業主に対する措置

障害者の雇用に伴う事業主の経済的負担の調整を図る
○ 障害者雇用納付金（雇用率未達成事業主） 不足１人 月額５万円徴収 （適用対象：常用労働者200人超）
○ 障害者雇用調整金（雇用率達成事業主） 超過１人 月額２万７千円支給（適用対象：常用労働者200人超）

※１ 平成27年４月より100人を超える事業主に拡大。
※２ この他、200人以下（平成27年４月より100人以下）の事業主については報奨金制度あり。

（障害者を４％又は６人のいずれか多い人数を超えて雇用する場合、超過１人月額２万１千円支給）

・ 上記のほか、在宅就業障害者に仕事を発注する事業主に対する特例調整金・特例報奨金の制度がある。（在宅就業障害者支援制度）

障害者を雇い入れるための施設の設置、介助者の配置等に助成金を支給

・障害者作業施設設置等助成金
・障害者介助等助成金 等

職
業
リ
ハ
ビ
リ
テ

ー
シ
ョ
ン
の
実
施

障害者本人に対する措置

地域の就労支援関係機関において障害者の職業生活における自立を支援＜福祉施策との有機的な連携を図りつつ推進＞
○ ハローワーク（全国545か所）

障害者の態様に応じた職業紹介、職業指導、求人開拓等

○ 地域障害者職業センター（全国47か所）
専門的な職業リハビリテーションサービスの実施（職業評価、準備訓練、ジョブコーチ等）

○ 障害者就業・生活支援センター（全国3１5か所）
就業・生活両面にわたる相談・支援

各
種
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